
・採用者の状況

・退職者の状況

11合計 10 1 0 0 0

1

死亡

普通 1

9

勧奨 1 1

定年 8 1

1

3

事務 専門 保健師 保育士 技能労務 合計

合計

1

0

1

2 0 10 0合計

1

1

中級

初級

技能

事務 専門 技能労務保健師 保育士

上級 1

113 110 △ 3

1

△ 1

総合計

その他減１

普通会計合計

1 1

9

△ 2

4

△ 1

4

97

その他減１

小計

公営
企業
会計 10

水道

下水道

△ 1

1

1516

その他

教育

診療所

95

教育 15 14

82 81 △ 1

衛生 9 9

小計

土木 5 5

商工

農林水産 11 11

H30

議会

税務 7

区分

6 △ 1

主な増減理由

総務 22 22

職員数

H29

3 3

その他減１

23 23民生

部門

2

一般
行政
部門

　平成29年度　　関川村人事行政の運営等の状況

2

１　職員の任免及び職員数に関する状況

増減数

（１）職員の任免状況(平成29年4月1日～平成30年3月31日）

（２）部門別職員数の状況（4月1日現在）

　「関川村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、関川村の職員の任用、給
与、服務や勤務条件など人事行政の前年度の運営状況についてお知らせいたします。
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人 千円 千円 ％ ％

A

人 千円 千円 千円 千円 千円

H29

90.9 91.7

平均給料月額

議長

期末手当

報酬

277,100

人件費率区分

2　職員給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

H26

住民基本台帳人口 歳出額

関川村 全国町村平均

（5）特別職の報酬等の状況（平成29年4月1日）

月額

村長

代表的な職名

4級

128,038 5,130

（3）ラスパイレス指数の状況

29年度 96 325,805

293,000

95.5

職員数

期末・勤勉手当 計　B

区分 平均年齢

29年度 5,822 4,793,917 758,545

38,616

人件費

(参考）一人当た
り給与費　B/A

492,459

（参考）

前年度人件費率

15.615.8

給　　与　　費

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

区分

95.6 96.4

給料

96.1

480,000

255,000

副議長 188,000

議員

区分

類似団体平均

H26 H29

630,000

副村長 520,000

区分

(平成30年1月1日）

（4）職員の平均年齢、平均給料月額(平成30年4月1日）

一般行政職 41.0

技能労務職 53.3

給料 職員手当

H29H26

143,500

168,000

平成29年度支
給割合　3.3月分

（6）職員の初任給の状況（平成29年4月1日）

関川村区分

大学卒 178,200

教育長

新潟県

184,800
一般行政職

7人

148,200

150,500

技能労務職 高校卒

（7）一般行政職の職員数の状況（平成29年4月1日）

高校卒 146,100

3級 1級

課長、局長 課長、局長、参事 主幹 副主幹、主査 主任 主事、主事補

6級 5級 2級

15人

23.44%構成比

3人

4.68%

4人

6.25%

28人

43.75%10.94%

職員数

国

178,200

146,100

-

7人

10.94%

2



・扶養手当など

配偶者

その他

子(16歳年度初め～22歳年度末）　　　　　　　　　　加算5,000円

通勤距離が２㎞以上である職員に支給

・交通機関利用者　　　最高55,000円

・交通用具使用者　　　2,000円から最高24,500円

期末手当 勤勉手当

・ 6月期 1.225月分 0.9月分

・ 12月期 1.375月分 0.9月分

計 2.6月分 1.8月分

職階上の段階・職務の級などによる加算措置あり

自己都合 勧奨・定年

・ 勤続20年 月分 月分

・ 勤続25年 月分 月分

・ 勤続35年 月分 月分

・ 最高限度額 月分 月分

加算措置　　　定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

管理職に対して職務の等級に応じて定額を支給

① 課長・局長 38,800円

② 参事 31,000円

・時間外勤務手当

  　 全職員について、労働基準法の限度内である1日7時間45分、1週間38時間45分となっています。

　(２)年次有給休暇の取得状況(平成29年1月1日から平成29年12月31日まで） 　　　　　　　

年次有休休暇は、一の年ごとに20日付与され（途中採用者を除く。）、20日を越えない範囲内の残日数は、翌年に

繰り越すことができる。

（8）職員手当の状況（平成29年度）

区分

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

10.4

(平成29年１月１日～平成29年12月31日までの全期間を在職した一般職員）

1週間の正規の
勤務時間

終　　業

消化率

27.2%

1日の正規の
勤務時間

7時間45分

※勤務場所により、始業時間・終業時間が異なるところがあります。

12:00～13：0017時15分

　(1)　勤務時間の状況(平成29年度）

38時間45分

借家

始　　業

8時30分

内　　　　　　　　容

平均取得日数

休憩時間

管
理
職
手
当

20.445

13,000円

各6,500円

29.145

41.325

平成28年度
支給実額 1,801万２千円

職員1人当たり平均支給年額 17万5千円

平成29年度
支給実額

職員1人当たり平均支給年額

1,438万6千円

14万2千円

期
末
・
勤
勉
手
当

扶
養
手
当

退
職
手
当

通
勤
手
当

34.5825

49.59

49.59

住
居
手
当

月額１２，０００円を超える家賃を支払っている職員に対し、家賃の額に応じて最高２７，０００円

49.59

25.55625
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(4)育児休業の取得状況（平成29年度）

育児休業は、子が３歳に達する日までの期間を限度として勤務しないことができる制度であり、部分休業は、

勤務時間の一部を勤務しないことができる制度です。

子の看護休暇

5人

男性

忌引休暇

0人

特別休暇

男性の育児参加

妊産婦の健康診断

職員が負傷又は疾病のため療養する
必要があり、勤務しないことがやむを
得ないと認められる場合

骨髄ドナー休暇

ボランティア休暇

結婚休暇

妻の出産

0人

夏季休暇

災害による現住居の滅失等

0人

部分休業取得者数

女性男性

介護休暇

育児休業取得者数

災害による退勤困難

7日以内

2日以内

5日以内

区　　分

災害又は交通機関の事故等による出勤困難

生理休暇

育児時間

父母の追悼

6月以内（無給休暇）

必要と認められる期間

5日以内

必要と認められる期間

必要と認められる期間

産前6週間（多胎妊娠14週間）、産後8週間

必要と認められる時間

必要と認められる期間

連続する2日以内

1日以内

　（３）特別休暇等の導入状況

配偶者、父母等規則で定めるものの負
傷、疾病又は老齢により2週間以上に
わたり親族の介護をするため、勤務し
ないことが相当と認められる場合

女性

病気休暇

連続する5日以内

種　　　　類

妊婦の通勤緩和

選挙権の行使

証人等としての出頭

1日2回、合計60分

産前産後休暇

親族に応じて1日～10日

5日以内

5日以内

療養上必要と認める期間

1日1時間

付与日数

必要と認められる期間
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４　職員の分限及び懲戒の状況(平成29年度）

　(１)　分限処分の件数及び処分事由

　(２)　懲戒処分の件数及び処分事由

　懲戒処分とは、任命権者が職員の一定の義務違反に対して、その責任を追及して行う行政上の不利益処分のことをいい、

地方公務員法第29条に規定されています。懲戒処分には、免職・停職・減給・戒告の4種類があります。

５　職員の服務の状況

　職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければ

ならないこととされています。この趣旨を具体的に実現するため、地方公務員法によって、法令等及び上司の職務上の命令に従う

義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等の従事

制限などの服務上の制限が課されています。

営利企業等の従事許可の事由別人員

６　職員の研修の状況（平成29年度）

　(１)　研修の状況(階層別研修・専門研修）

階層別研修 専門研修

プレゼンテーション研修

民法(総則、物権、債権、家族）

説明力向上研修

行政PRスキルアップ研修

3

1

2

2

3

1

2

1

5

1

1

2

2

1

1

1

2

クレーム対応向上研修 6

1

事務ミス防止の工夫

交渉力を高める

公共マーケティング研修

接遇レベルアップ～配慮を必要とする方への接遇 1

1

ロジカルシンキング

接遇レベルアっプ 2

住民協働研修

女性職員キャリアアップ研修

発想力・企画力を高める

マニュアルの作り方

ファシリテーター養成入門講座

レジリエンスを高める

1

1

1

2

2

1

財務事務研修

地方財政

簿記基礎・新地方公会計事務基礎研修

コーチング

タイムマネジメント

新採用職員研修 2

主任・主査研修

受講者数

2

給与事務基礎研修

課長級研修

課長補佐研修

市町村民税基礎研修

講師養成（公務員倫理）

税務事務基礎研修

固定資産税基礎研修（1.2コース）

徴収事務基礎研修

1

業務改善研修

法制執務

1

3

3

4

-

農地・水保全隊

研修名

消防団員 ３２人

-

農家組合長

戒告　　　1名

統計調査員

１人

１人

係長研修

休職　　　　1人（心身の故障）

良い職場を作るコミュニｹｰｼｮﾝ
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　(２)　関川村主催研修

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

1月

3月

　(３)　職員の人事評価の状況

学校

40

76

地域おこし協力隊「平成29年度の活動紹介とこれからの地域づくり」 32

「私がこれまでの仕事で学んだこと」

受講者数

40

40

32

40

78

「羽越水害　災害編」DVD鑑賞　せきかわゼミナール「紙芝居」

「県に出向して感じたこと」「羽越水害　復興編」DVD鑑賞

人事評価　評価者研修

37

35

IVUSAと関川村の関係について

人権・同和教育講演会

認知症サポーター養成講座

「大したもん蛇まつり東京大会DVD鑑賞　地域防災計画改定

「村の行政の役割」

40

受講者数

80人事評価　自己評価研修

研　修　名研　修　名

「いま、地域づくりを語り合う」DVD鑑賞

被評価者

被評価者

被評価者

保
育
園

本
庁

課長

主査・主任・主事・主事
補

・教育委員会職員

議長

園長 課長

園長

保育士

調理師

班長

教育長

課長
副主幹(保健師・看護
師・栄養士・社会福祉
士含む）以上

職員が職務を遂行するに当たり発揮する能力及び業績を把握したうえで行われる人事評価制度を導入し、これを任用、給与、
分限その他の人事管理に活用するため実施するものです。

24

法制執務研修

副村長

副村長

・村長部局職員

53

アクアーレ長岡　訪問型グループエクササイズ「チェアサイズ」

課長

課長

一次評価者

村長

二次評価者

村長

副村長

副村長

副村長

確認者

村長

村長

主査・主任・主事・主事
補・保健師・看護師・栄
養士・社会福祉士

村長 村長

村長

副村長

一次評価者

村長

課長 副村長

確認者

課長

教育長 村長

一次評価者 二次評価者

教育長課長

村長

・議会事務局職員

副主幹以上

課長

技能労務職 班長 課長

確認者

教育長

課長

議会事務局長

議会事務局長を除く職員

本
庁

課長

班長

技能労務職 班長

副村長

課長

園長

二次評価者

班長

教育長

議会事務局長 議長 村長

議長

班長
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況

　(１)　共済組合の給付事業等の概要

　関川村の常勤職員は、新潟県市町村職員共済組合に加入して、短期給付（医療給付）や長期給付（年金等）を受けることができます。

病気、負傷などの場合に支払われる給付（療養の給付、出産費など）

退職共済年金(老齢厚生年金）、障害共済年金等

貸付事業、保険事業等

　(２)　福利厚生事業の概要（平成29年度）

健康診断委託料　616千円（臨時的雇用職員分も含む）

内容：若手職員　セルフケア研修

　　職員の健康管理状態を把握し、健康障害や疾病の早期発見を行うため、毎年定期健康診断を実施しているほか、メンタル
ヘルス研修会を実施しています。

定期健康診断 ６月実施

メンタルヘルス研修 ６月実施

ストレスチェック

福祉事業

短期給付

長期給付

６月実施 全職員に実施
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